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医療費の制度について



高額療養費制度について

医療費は収入に応じて、自己負担限度額が設定されています。

（食事代、ベッド差額代、自費診療等は除く）

高額療養費制度とは

負担した医療費が自己負担限度額以上の場合、

超過分は払戻される制度のことです。

原則申請が必要です！



限度額適用認定証について

医療機関に提出することにより、

医療機関への支払いが自己負担限度額までになります。

保険者へ申請が必要（有効期限があります）

保険証が後期高齢者の方は一度申請すればその後は自動更新

国保・協会けんぽ等の方は有効期限が近付いたら毎回申請が必要



限度額適用認定証について

７０歳以上の方で、

現役並みⅢと一般の区分に該当する方は、

申請しても限度額適用認定証は交付されません。

申請していないのか、交付されない区分なのか、

確認が必要です。





限度額適用認定証について

限度額適用認定証がなかったら・・・？

医療機関への支払いは通常の負担割合分になります。

自己負担限度額以上に支払った分は申請すれば後で払戻さ
れます。

しかし、申請しなければ戻ってきません。



高額療養費制度の払戻について

払戻を受けられるかどうかの計算方法が

７０歳以上と７０歳未満では違います。

７０歳未満

医療機関毎（院外処方の薬代を含む）で、外来と入院は別々に計算して

２１，０００円以上超えないと対象にならない。

対象を合算した合計額が、該当する区分の自己上限負担額以上であれば

払戻を受けられます。

（毎月１日～末日までの合計額）

※同一世帯、同一の医療保険の方たちも合算できます。



高額療養費制度の払戻について

事例 区分エ 夫６８歳 妻６６歳

夫 Ａ病院 外来９，０００円支払い

外来１５，０００円支払い

Ｂ病院 外来６，０００円支払い

妻 Ｃ病院 外来１２，０００円支払い

入院８２，４３０円支払い



高額療養費制度の払戻について

事例 区分エ 夫６８歳 妻６６歳

夫 Ａ病院 外来９，０００円＋１５，０００円

合計２４，０００円 合算○

Ｂ病院 外来６，０００円 合算×

妻 Ｃ病院 外来１２，０００円 合算×

入院８２，４３０円 合算○



高額療養費制度の払戻について

７０歳以上の場合

医療費は全てが計算の対象。

合算した合計額が、該当する区分の自己上限負担額以上であれば

払戻を受けられます。

（毎月１日～末日までの合計額）

※同一世帯、同一の医療保険の方たちも合算できます。



高額療養費制度の払戻について

７０歳以上で所得区分が一般か非課税世帯の方は、

外来でも自己上限負担額が設定されます。

外来（個人ごと）：１カ月 １８，０００円以上（一般）

８，０００円以上（非課税）

１年 １４４，０００円以上（一般のみ）

（前年８月１日～７月３１日までの合計額）

（世帯として払戻を受けた月分は除く）



高額療養費制度の払戻について

事例 区分一般 夫７４歳 妻７１歳

夫 Ａ病院 外来９，０００円支払い

外来１５，０００円支払い

Ｂ病院 外来６，０００円支払い

妻 Ｃ病院 外来１２，０００円支払い

入院８２，４３０円支払い



高額療養費制度の払戻について

事例 区分一般 夫７４歳 妻７１歳

夫 外来合計３０，０００円

外来払戻分１２，０００円

外来自己負担分 １８，０００円 合算○

妻 外来１２，０００円 合算○

入院５７，６００円 合算○



多数該当について

課税世帯の方が対象

直近１年以内に４回以上高額療養の対象になった場合、

４回目から自己負担限度額が低くなります。



多数該当について

自己負担限度額 70歳以上 区分 一般の場合

57,600円57,600円 57,600円 44,400円



高額介護合算療養費制度について

同一世帯、同一医療保険の方たちで

８月１日～７月３１日までの１年間に

医療費と介護サービス費のどちらも自己負担があった場合

合算して自己負担限度額を超えた分が払戻を受けられます。

※高額療養費制度で払戻を受けた分は合算できません。



高額介護合算療養費 自己負担限度額



申請先について

限度額適用認定証交付、医療費の払戻等の

申請先は保険者になります。

後期高齢者医療保険、国民健康保険は市役所

協会けんぽは協会けんぽ北海道支部

組合、共済、船員は各保険者へ



申請先について

函館市では高額療養費支給申請時に

「自動償還に関する同意書」も提出すると

その後は自動的に振り込まれるようになりました！

※「高額介護合算療養費」は対象外なので申請が必要です。



重度心身障害者医療費受給者証について

重度心身障害者医療費受給者証とは

重度心身障害者の方に対して、医療費の助成を行う制度

該当している方は受給者証交付申請が必要です。

担当窓口は障がい保健福祉課

対象者（函館市の場合 ※自治体によって対象者は違います）

・身体障害者手帳１～３級

・知的障害者（IQ50以下）

・精神障害者保健福祉手帳１級（入院は対象外）



重度心身障害者医療費受給者証について



世帯分離について

お子さんと同居されている方は

世帯分離しているか、した方がいいかチェック！

世帯分離とは親子で同居しているが、親とお子さんで収入は
別々に考えてもらい、自己負担額や保険料等を決めてもらう制度。

医療・介護サービス費の自己負担額や、医療・介護保険料が安
くなる場合があります。

※扶養手当や控除等が関わりますので、必ずお子さんと相談す
るようにしてください。



世帯分離について

ちょっと極端ですが、例えば・・・

母親と息子1人で同居していて

（親年収80万円・子供年収920万円）

世帯年収で合算されると1,000万円

1か月の入院費は252,600円+（総医療費-842,000円）×1％

世帯分離すると・・・

親年収80万円で保険料や自己負担分が計算されるので、

1か月の入院費は15,000円になります。



世帯分離について

申請先 市役所及び各支所の戸籍住民課

必要なもの

・申請者の本人確認書類（免許証・健康保険証等）

・代理人の方は委任状

・国民健康保険証（加入者のみ）

※郵送で手続きはできません



税額控除について



医療費控除について

本人と生計を１つにする配偶者、子及びその他の親族のために

１年間（１月１日～１２月３１日）に支払った医療費の総額が

１０万円以上だったら医療費控除の申請ができます。

（総所得金額等が２００万円未満の人は、総所得金額等の５％）

※入院した時に生命保険等による給付金等を受けた場合、

その額は総額から除きます。

控除の上限は２００万円



医療費控除について

対象となるもの

・医療費（自費診療等は除く）

・市販薬（風邪薬、湿布薬等、治療や療養に必要な医薬品が対象）

・通院する時の公共交通機関を利用した交通費

（タクシー代は病状からみて急を要する場合や、公共交通

機関等が利用できない場合は対象）

（自家用車のガソリン代、駐車場代は除く）

・おむつ代（概ね６か月以上寝たきりで「おむつ使用証明書」が必要）

・入院時の食事代 等



障害者控除について

障害者控除を受けることができる方

・障害者手帳（１～６級）を持っている方

・療育手帳を持っている方（１～４度）

・精神保健福祉手帳を持っている方（１～３級）



障害者控除について

６５歳以上の寝たきり高齢者、または認知症高齢者は、

障害者手帳を持っていなくても、市役所に申請して

「障害者控除対象者認定証」の交付を受ければ、

障害者控除を受けることができます。

担当窓口

市役所 高齢福祉課 相談支援担当 ２１－３０２５



税額控除の問い合わせ先について

税額控除や確定申告等

詳しく聞きたい方は

函館税務署

３１－３１７１ に問い合わせしてください

これ以上の説明は許してください (｡-人-｡) ｺﾞﾒﾝﾅｻｲ



制度は複雑でわかりづらいことが多いので

わからないことがありましたら、

行政の担当窓口、病院相談員、

当センターへご連絡ください！





医療費自己負担限度額


